
平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  介護保険外サービスの自己負担割合変更について 

所 管 部 課  福祉部高齢福祉課 

内   容 

 

 介護保険制度の改正により、平成３０年８月１日から一定以上の所

得のある利用者は、サービス利用時の自己負担割合が３割となる。 

 このため、高齢福祉課で実施している介護保険外サービスについて

も、介護保険制度と均衡を図るため以下のとおり変更する。 

 

１ 対象者 

  平成３０年度の介護保険料自己負担３割の方について、下記の介護

保険外サービスについても３割負担とする。 

  【参考】平成２９年度実績で試算すると、737 人中 29 人であり、 

      利用者の約４％の方が３割負担となる見込みである。 

 

２ 変更年月日 

  平成３０年８月１日（水） 

 

３ 事業内容及び自己負担限度額  

費用助成内容 助成限度額 

助成限度額にお

ける自己負担限

度額 

(負担３割) 

３割対象者見

込み／29 年度

実績 

手すりの取り付け等 200,000 円 60,000 円  9 件／ 47 件 

浴槽の取替え 200,000 円 60,000 円 7 件／ 63 件 

便器の洋式化 106,000 円 31,800 円 2 件／ 55 件 

車椅子対応の流し洗面台 156,000 円 46,800 円 0 件／  5 件 

シルバーカー  10,000 円 3,000 円 11 件／527 件 

電磁調理器 20,000 円 6,000 円 0 件／ 35 件 

自動消火装置 28,700 円  8,610 円 0 件／  2 件 

徘徊位置検索システム   5,250 円  1,575 円 0 件／  3 件 

 

４ 変更のない介護保険外サービス 

  (1)紙おむつの支給 

  (2)緊急通報システムの設置 

  (3)福祉電話の設置 

  (4)ねたきり高齢者寝具乾燥消毒 

  (5)ねたきり高齢者訪問理美容サービス 
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平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  足立区地域包括ケアシステムのビジョンについて 

所 管 部 課  福祉部地域包括ケア計画担当課、地域包括ケア推進課 

内   容 

足立区地域包括ケアシステムビジョン策定の、現在までの状況を報告

する。 

 

１ 足立区地域包括ケアシステム推進会議（以下、「推進会議」とい

う。）における経過 

（１）推進会議にて実施したワークショップを通じて得られた視点 

地域包括ケアシステム構築にあたり、推進会議委員によるワークシ

ョップを開催した。そこでは、主に以下の視点を得られた。 

①第１回ワークショップ（平成２９年１１月３０日開催） 

理想像はライフステージ（「自立期」「要支援・軽度期」「中重

度・終末期」）によって異なる。 

②第２回ワークショップ（平成３０年２月６日開催） 

理想の実現に向け、取り組むべき課題等は「人」「場」「情報」の

視点で整理できるものが多い。 

 

（２）推進会議正副会長会における検討 

ワークショップで得られた視点を踏まえ、４月～５月に推進会議正

副会長会を開催し、地域包括ケアシステムビジョンのまとめ方につい

て、以下のとおり整理した。 

①地域包括ケアシステムの５つの要素（「予防」「生活支援」「医

療」「介護」「住まい」）を、関連性の強い要素同士で組み合わ

せ、「予防・生活支援」「医療・介護」「住まい」の３つに分類し

て考える。 

②地域包括ケアシステムにおける取り組み主体は、「区民・地域」

「専門機関等」「行政」に分類する。 

③「人」「場」「情報」の視点を踏まえた必要な取り組みを例示。 

 

（３）推進会議における検討（平成３０年５月２３日開催） 

ワークショップで得られた視点や正副会長会におけるまとめ方や取

り組みについて検討を行った。 

①推進会議における主な意見 

・終末期に在宅での緩和ケアや自宅で看取ることができる医師を増

やしていくこと、また、そうしたケアができる医師の情報も必要

である。 
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・中重度の認知症になっても、受け皿（施設）がある、という趣旨

の表現を入れると、介護の安心感につながる。 

・地域の見守り等を行う上で、支える側の連携や情報共有を図るこ

とができれば、より本人に寄り添った見守り活動や支援につなげ

られる。 

 

今後も、足立区地域包括ケアシステム推進会議での意見を踏まえ

てビジョンを策定していく。 

 

２ 今後の予定 

日にち 会議・審議内容等 

8 月 28 日 

(予定) 

地域包括ケアシステム推進会議 

（ビジョン案の検討） 

11 月 16 日 

(予定) 

地域包括ケアシステム推進会議 

（区への答申） 

11月～12月 

(予定) 
パブリックコメント実施 

平成31年3月

(予定) 
ビジョン完成 

 

３ 今後の方針 

１１月の答申に向け、各関係機関・団体及び庁内関係各課と連携

し、適宜、意見交換や情報の共有等を行っていく。 

 



平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  地域包括ケアシステムにおける在宅療養支援窓口の開設について 

所 管 部 課  福祉部地域包括ケア推進課 

内   容 

高齢者の在宅療養を支援するため、医療・介護関係者への支援窓口を、平

成３０年７月２日から開設した。 

１ 設置の目的 

「地域包括ケアシステム」の構築において、高齢者ができるだけ長

く住み慣れた地域で安心して生活するためには、地域における医療と

介護の連携が不可欠である。この連携を支援するための情報を整理し

提供することで、より現場の連携がスムーズに進むことを目的とす

る。 

 

２ 窓口での相談内容および業務 

（１）医療・介護関係者、地域包括支援センター等関係機関から在宅療養

に関する相談支援 

（２）医療機関や介護事業所の情報集約 

（３）相談支援のノウハウの蓄積による在宅医療の連携支援 

 

３ 相談対象者 

医療機関、介護サービス事業者、地域包括支援センター 

（※区民からの問い合わせは、原則各関係機関へとつなぐ） 

 

４ 相談体制 

  在宅療養支援コーディネーター（専門非常勤２名） 

  ※専門非常勤職員は、地域医療に関する知識を有する看護師１

名、医療ソーシャルワーカー経験者１名を新たに雇用 

 

５ 場所及び開設時間 

（１）場所 区役所北館１階 福祉部地域包括ケア推進課内に窓口設

       置 

（２）電話番号：０３－３８８０－５６４３（直通） 

（３）開設時間：区役所開庁日・時間と同一 
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平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  地域包括ケアシステムにおける平成２９年度介護予防事業の実施結果 

について 

所 管 部 課  福祉部地域包括ケア推進課、スポーツ振興課 

内   容 

 

地域包括ケアシステムの大きな柱である介護予防事業について、平成

２９年度の取り組み結果を以下のとおり報告する。 

１ 通所型介護予防事業 

（１）はじめてのらくらく教室 

１２回（約週１回３カ月間）を１クールとして、区からスポー

ツ施設等に委託し、運動器機能向上を中心に、口腔機能向上、栄

養改善、認知症予防等のプログラムを組み合わせた総合型介護予

防プログラムを実施した。 

 会場数 開催数 参加者数 

２８年度 ４３カ所 ５０クール ６３８人 

２９年度 

３３カ所 

(達成度) 

３３クール 

(１００％) 

４０７人 

(９２％) 

目標値 ３３クール ４４１人 

（２）包括らくらく教室 

はじめてのらくらく教室の終了者向けに、各地域包括支援セン 

   ターが月２回を目安に、プログラムに準じて実施した。 

※平成２９年度よりすべての地域包括支援センターで開始 

 会場数 開催数 参加者数 

２９年度 

２５カ所 

(達成度) 

５９９回 

(１０４％) 

６,９４３人 

(９２％) 

目標値 ５７５回 ７,５６８人 

（３）はつらつ教室 

地域学習センター等で、主に運動器機能向上を中心としたプロ

グラムを実施した。 

 会場数 開催数 参加者数 

２８年度 
１７カ所 ３３１回 ６,９４０人 

（プール） 
３カ所 

８クール １,０８１人 

２９年度 

１７カ所 ３４１回 ７,１５３人 

（プール） 
３カ所 
(達成度) 

９クール 

(１０２％) 

１,２５６人 

(１１９％) 

目標値 334 回+8 ｸｰﾙ ７,０７６人 
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２ 公園を活用した介護予防事業（通年実施） 

身近な公園で軽い運動や脳トレ、ウォーキングなどを実施した。

（スポーツ振興課実施） 

①パークで筋トレ 

 会場数 開催数 延参加者数 

２８年度 ２０カ所 ５２２回 １５,０８６人 

２９年度 

２６カ所 

(達成度) 

６５２回 

(１２１％) 

１４,５２５人 

(９０％) 

目標値 ５４０回 １６,２００人 

②ウォーキング教室 

 会場数 開催数 延参加者数 

２８年度 １６カ所 １６回 ６７４人 

２９年度 

１６カ所 

(達成度) 

３３回 

(１１０％) 

７１２人 

(１００％) 

目標値 ３０回 ７１０人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  地域包括ケアシステムにおける認知症早期発見・早期対応への取り組 

みについて 

所 管 部 課  福祉部地域包括ケア推進課 

内   容 

 

認知症の人とその家族が住み慣れた地域での生活を継続することは、

地域包括ケアシステムの実現には必須である。 

認知症の早期発見・早期対応を目的に従来から実施していた「もの忘

れ相談」「アウトリーチ事業」に加え平成２９年度から「認知症初期集

中支援推進事業」を開始した。実施状況を以下のとおり報告する。 

 

１ もの忘れ相談 

目  的  ：もの忘れ等認知症にかかわる症状を心配 

         している本人、家族の不安の解消 

開始時期  ：平成２１年度 

実施方法  ：認知症について不安を持っている高齢者やその家族を

対象に、医師会のもの忘れ相談医が相談に応じる 

方法及び回数：区内２５カ所の地域包括支援センターで 

       センター毎に年４回、合計１００回実施 

  実施結果  ：相談者数     ２０７人 

結  果  ：問題なし      ７５人 

認知症       ４２人 

認知症の疑い    ５３人 

その他（年齢相応のもの忘れ、抑うつ状 

態、睡眠障害など）３７人 

 

２ 認知症アウトリーチ事業（＝平成２８年度まで認知症早期発見・早

期診断推進事業） 

目  的：受診につながっていない認知症の疑いのある人を適切な医

療・介護につなげる 

開始時期：平成２５年度 

実施方法：地域において認知症の人とその家族を支援するため、認知

症の疑いのある人を把握・訪問し、状態に応じて適切な医

療・介護サービスにつなげる 

実施方法：認知症支援コーディネーター（地域包括ケア推進課保健

師）と認知症疾患医療センターである大内病院に配置され

た認知症アウトリーチチームが協働して、受診につながっ

ていない認知症の疑いのある人を把握・訪問する 

実施結果：認知症コーディネーターが本事業に関して受けた相談件

数 ８件 
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相談結果：必要な医療･介護につながった ３件 

見守り体制が構築された    １件 

継続支援中          ４件 

 

３ 認知症初期集中支援推進事業 

目  的：自ら受診することが難しい認知症の疑いのある人に、身近

な地域包括支援センターが支援して、適切な医療・介護に

つなげる 

開始時期：平成２９年４月 

実施方法：認知症初期集中支援チーム（認知症サポート医（※１）、

認知症地域支援推進員（※２）、地域包括支援センター職

員）が、医療、介護につながっていない認知症または認知

症が疑われる人の家へ訪問し、受診、介護に関する相談等

に応じる 

実施結果：初期集中支援チーム稼動件数 １２件 

結  果：医療・介護につながった    ８件 

継続支援中          ４件 

 

  ※１認知症サポート医 

     認知症の人の診療に習熟し、専門医療機関や地域包括支援セ

ンター等との連携の推進役となる医師 

  ※２認知症地域支援推進員 

     認知症に関する医療機関や介護サービス及び、地域の支援機

関との連携を図る専門職 

    （地域包括支援センターのブロック単位に１名ずつ、現在５

名配置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  障がい者通所施設整備・運営事業者の選定結果について 

所 管 部 課  福祉部 障がい福祉課 

内   容 

公募を行っていた花畑三丁目障がい者通所施設整備・運営事業者に

ついて、福祉施設指定管理者等選定審査会における審査の結果を受

け、以下のとおり決定したので報告する。 

１ 決定した整備・運営事業者の名称、所在地および代表者名 

社会福祉法人あいのわ福祉会（足立区青井四丁目３０番５号） 

理事長 橋本 弘 

２ 応募法人数 

二法人 

３ 施設建設予定地 

足立区花畑三丁目１６番（区有地・花畑材料置場の一部を活用） 

４ 選定審査会開催日 

第一次審査 平成３０年３月２９日（木） 

第二次審査 平成３０年４月２０日（金） 

５ 選定審査会委員の構成（計５名） 

種別 氏名 推薦団体等 

学識経験者 

(有識者含む) 

石橋 裕子【会長】 帝京科学大学 

長田 昌子【副会長】 社会保険労務士 

区民関係団体 
乾 雅榮 足立区女性団体連合会 

遠間 道也 足立区民生･児童委員協議会 

区職員 中村 明慶 福祉部長 

※ 香取三雄委員(公認会計士)、今井伸幸委員(区職員)は都合により欠席 

６ 選定審査会における評価結果         （ ）内は得点率 

順

位 
申請法人名 

第一次 

評価点 

第二次 

評価点 

選定 

審査会 

評価点 

(合計) 

1 社会福祉法人あいのわ福祉会 
67.33 

(89.78%) 

188.94 

(83.87%) 

256.27 

(85.42%) 

2 （Ａ法人） 
53.00 

(70.67%) 

143.46 

(63.76%) 

196.46 

(65.49%) 

※ 第一次の満点は 75 点、第二次は 225 点、合計した選定審査会の満点は

300 点。詳細は別紙のとおり。 
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７ 今後のスケジュール（予定） 

２０１９年     ７月  東京都補助金内示 

      １０～１２月  法人による施設建設工事着工 

２０２０年    １２月  施設建物竣工 

２０２１年     ４月  施設開設 

 

 

 



足立区福祉施設指定管理者等選定審査会・審査結果
（花畑三丁目障がい者通所施設整備・運営事業者）

１　第一次審査結果

あいのわ
福祉会

Ａ法人

１　法人の財務状況、資金計画（配点１５点） 19 17.00 10.67

２　法人の理念、施設整備・運営方針（配点２０点） 14 12.67 11.67

３　施設運営・管理体制（配点２０点） 36 31.67 28.67

４　地域との関係づくり（配点１０点）  6  6.00  2.00

75 67.33 53.00

２　第二次審査結果

あいのわ
福祉会

Ａ法人

１　法人の財務状況、資金計画（配点１５点） 15 12.99  9.76

２　法人の理念、施設整備・運営方針（配点２０点） 20 16.92 14.64

３　施設運営・管理体制（配点２０点） 25 20.27 16.01

４　地域との関係づくり（配点１０点） 10  8.46  7.42

５　その他事業者独自提案（配点１０点）  5  4.33  0.00

 75 62.98 47.82

３　総合計

あいのわ
福祉会

Ａ法人

225 188.94 143.46

300 256.27 196.46

　※　第一次審査の満点は75点、第二次審査の満点は225点、選定審査会の満点は第一次審査と

　　　第二次審査の合計の300点。

　※　選定審査会の点数は第一次審査点数と第二次審査点数の合計。

配点
評価点

※小数点以下端数調整済み

法人の財務状況、資金計画

法人の理念、施設整備・運営方針

施設の管理運営体制

地域との関係づくり

その他事業者独自提案

第二次審査評点（Ｂ）

※小数点以下端数調整済み

第二次審査評点調整（Ｂ×３）（Ｃ）
※第一次審査点数と合計する際に、第二次審査点数を３倍する。

総合計（Ａ＋Ｃ）

配点
評価点

評価項目 配点
評価点

組織の安定性

運営の安定性

事業活動の内容

その他

第一次審査評点（Ａ）

評価項目

資料７ 別紙



平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  「足立区大谷田グループホーム（知的障がい者施設）」指定管理事業

者の公募について 

所 管 部 課  福祉部 障がい福祉課 

内   容 

現在、指定管理者が運営している下記障がい者施設について指定期

間の５年間が満了するため、次期指定管理事業者の公募を行う。 

 

１ 指定管理事業者の公募対象施設 

名   称： 足立区大谷田グループホーム 

所 在 地： 大谷田一丁目４４番３号 

対 象 者： 知的障がい者 

定   員： ７名 

 

２ 次期指定期間 

平成３１（２０１９）年４月１日から２０２４年３月３１日まで 

（５年間） 

 

３ スケジュール（予定） 

平成３０年 

７月  公募開始・公募募集要領公表 

８月  提案書受付 

９月  選定審査会開催・指定管理候補者選定 

１２月  第４回足立区議会定例会に議案提出 

指定管理者決定議決 
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平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  心身障害者医療費助成制度対象拡大に伴う周知について 

所 管 部 課  衛生部 中央本町地域・保健総合支援課 

内   容 

 

平成３１年１月から、精神障害者保健福祉手帳１級所持者が心身障

害者医療費助成制度の対象となる。なお、受付開始は平成３０年１１

月を予定している。 

このことについて、都と区において下記のとおり周知を行う。 

 

１ 周知対象者数 

３９２人（平成３０年４月１日現在） 

※ 助成制度の対象は、上記の周知対象者のうち、生活保護受給者、

所得制限超過者等を除いた者 

 

２ 周知方法 

（１）広報紙 

・広報東京都 ６月号 

・あだち広報 ６月１０日号 

（２）ホームページ掲載 

・都ホームページ ４月 

・区ホームページ ６月 

（３）ポスター掲示 

・中央本町地域・保健総合支援課及び各保健センター窓口等に

掲示 ６月 

（４）対象者への個別通知 

・制度改正の案内（都実施） ６月 

・受付開始の案内（区実施）１０月 

 

３ 財政負担 

心身障害者医療費助成制度は、東京都の公費負担による制度 
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心身障害者医療費助成制度（都制度）の概要 

 

 

◆内容  病院・診療所などで診療を受けたとき、窓口で支払うことになって

いる保険の自己負担分の一部を東京都が助成する。 

 

◆対象  身体障害者手帳 １級・２級の方（内部障がい者は３級まで） 

愛の手帳 １度・２度の方 

精神障害者保健福祉手帳 １級の方（平成３１年１月１日から） 

 

◆制限  次のいずれかに該当する方は助成を受けられない。 

①医療保険未加入の方 

②生活保護を受けている方 

③措置により施設に入所している方 

④本人の所得が所得制限基準額を超える方 

⑤６５歳以上で新たに手帳を取得された方 

⑥申請するときの年齢が６５歳以上の方 

⑦後期高齢者医療の被保険者で、かつ住民税が課税されている方 

 

◆助成内容 医療費の窓口負担が１割になる（住民税非課税の方は負担なし）。 

＊自己負担上限額あり 

 

◆自立支援医療（精神通院）との関係 

自立支援医療（精神通院）も原則１割負担である。 

公費負担の優先順位から、自立支援医療が優先して適用されるため、心身障

害者医療費助成の適用はない。ただし、自立支援医療自己負担額が心身障害者

医療費助成の上限額（外来 14,000 円）を超える場合はその超過分に対して適

用する。 
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平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  足立区孤立ゼロプロジェクト推進活動の実施状況について 

所 管 部 課  絆づくり担当部 絆づくり担当課 

内   容 

 

１ 孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会について【平成３０年５月末日現在】 

調査終了町会・自治会数 終了率 

２回目以降：２４５団体 ５５．７％ 

   ※全町会・自治会で１回目調査終了 １００％達成（平成３０年３月末） 

別紙「孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧」参照 

 

２ 高齢者実態調査実施状況について（累計）【平成３０年５月末日現在】 

【調査世帯数内訳】70 歳以上単身世帯：33,240 世帯、75 歳以上のみ世帯：9,504 世帯 

 

３ 調査世帯のその後の対応について【平成３０年５月末日現在】 

地域社会や支援につながった方：３，６８４世帯（累計、下記太枠内） 

※４月以降につながった方：４８世帯 

 
地域包括支援ｾﾝﾀー  

により状況確認中 

孤立状態で 
ないと判断 

地域社会や支援につながった 

絆のあんしん 
協力員の訪問 

地域包括支援 
ｾﾝﾀー による支援 

介護保険 
サービス開始 

地域社会と 
つながった世

帯 

孤立のおそれ 

５，１７６世帯 

２７１世帯 

（５．２％） 

２，９９４世帯 

（５７．８％） 

７１世帯 

（１．４％） 

５３０世帯 

（１０．２％） 

７８０世帯 

（１５．１％） 

５３０世帯 

（１０．２％） 

入院･不在等 

４，１０６世帯 

５０６世帯 

（１２．３％） 

２，５７０世帯 

（６２．６％） 

１３世帯 

（０．３％） 

３３０世帯 

(８．０％） 

３９６世帯 

（９．６％） 

２９１世帯 

(７．１％） 

不同意 

２，０５１世帯 

１７９世帯 

（８．７％） 

１，１０１世帯 

（５３．７％） 

５世帯 

（０．２％） 

２７９世帯 

（１３．６％） 

２２５世帯 

（１１．０％） 

２６２世帯 

（１２．８％） 

合計 

１１，３３３世帯 

９５６世帯 

（８．４％） 

６，６６５世帯 

（５８．８％） 

８９世帯 

（０．８％） 

１，１３９世帯 

（１０．１％） 

１，４０１世帯 

（１２．４％） 

１，０８３世帯

（９．６％） 

※調査後の転出・死亡等２，１７５世帯含む 

 

４ 「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施団体数【平成３０年５月末日現在】 

実施団体 ① 集合住宅のみの町会・自治会 ② ①以外の町会・自治会 

５５団体 ４０団体 １５団体 

※４月以降実施：４団体 

 

調査世帯数 孤立なし 孤立のおそれ 入院･不在等 不同意 

４２，７４４世帯 

（５２，１７７人） 

３１，４１１世帯 

（３８，９４７人） 

５，１７６世帯 

（６，４２０人）

１３．４０％ 

４，１０６世帯 

（４，３３９人）

２，０５１世帯 

（２，４７１人） 

５．３１％ 
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№ 区民事務所名 町会・自治会名

1 日ノ出町自治会

2 千住河原町自治会

3 千住仲町会

4 千住三丁目町会

5 江北 江北三丁目自治会

6 江南 宮城第三団地自治会

7 新田 都営新田一丁目アパ－ト自治会

8 梅田通町会

9 梅田神明町自治会

10 梅田稲荷町会

11 梅田八丁目アパ－ト自治会

12 梅島ビューハイツ自治会

13 五反野西町会

14 島根第二都住自治会

15 島根四丁目住宅自治会

16 島根四丁目第三自治会

17 西綾瀬三丁目第二自治会

18 弘道二丁目中央自治会

19 青井兵和町会

20 青井第一自治会

21 青井五丁目供給公社自治会

22 青井四丁目第四自治会

23 東綾瀬 綾瀬五・六丁目自治会

24 中川 大谷田二丁目自治会

25 六木団地自治会

26 ライオンズプラザ北綾瀬自治会

27 北加平町会

28 六木四丁目町会

29 東保木間一丁目都住自治会

30 平野一丁目団地自治会

31 東栗原団地自治会

32 平野三丁目１８番地自治会

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧

　わがまちの孤立ゼロプロジェクト開始団体一覧【平成３０年５月末日現在】

佐野

保塚

梅田

千住

中央本町



33 花畑団地自治会

34 保木間第五団地自治会

35 桑袋団地自治会

36 第五住宅会

37 東保木間町会

38 西保木間都住自治会

39 西保木間四丁目都住自治会

40 都営西保木間一丁目自治会

41 都市再生機構竹の塚第一団地自治会

42 都市再生機構竹の塚第二団地自治会

43 保木間第四アパート自治会

44 都住保木間町アパ－ト自治会

45 竹の塚ビューハイツ自治会

46 西新井 扇三丁目第二団地自治会

47 伊興五丁目アパート自治会

48 伊興三丁目アパート自治会

49 伊興二丁目自治会

50 都住谷在家団地自治会

51 北鹿浜第二都住自治会

52 日本住宅公団江北六丁目団地自治会

53 都営鹿浜五丁目団地北部自治会

54 古千谷本町町会

55 都住舎人自治会
舎人

鹿浜

花畑

竹の塚

伊興



１回目 ２回目 ３回目 合計

1 千住旭町自治会 22 22

2 千住旭町会 4 4

3 千住東一丁目町会 8 8

4 千住東町町会 14 6 20

5 千住東二丁目自治会 1 1

6 千住曙町自治会 6 6

7 千住関屋町町会 5 1 6

8 柳原東町会 9 9

9 柳原西町会 14 14

10 柳原南町会 8 8

11 柳原北町会 17 17

12 日ノ出町自治会 19 19

13 日ノ出町団地自治会 15 11 26

14 千住東町住宅自治会 9 9

15 関屋ステーションハイツ自治会 2 2

16 北千住パークファミリア自治会 5 5

17 グリーンコーポ千寿自治会 8 8

18 シテヌーブ北千住３０自治会 0 0 0

19 千住関屋町自治会 1 1

20 コスモシティ北千住自治会 2 2

21 コーシャハイム北千住自治会（休会中） 0 2 2

22 イニシア千住曙町自治会 0 0

23 千住橋戸町自治会 16 16

24 千住河原町自治会 17 2 19

25 千住仲町会 24 4 28

26 千住緑町町会 33 33

27 千住宮元町町会 5 1 6

28 千住中居町会 10 6 16

29 千住龍田町町会 27 27

30 千住桜木町町会 2 1 3

31 千住桜木二丁目町会 16 16

32 リバーサイド桜木自治会 5 5

33 都営桜木町アパート一号棟自治会 3 1 4

34 都営桜木町アパート二号棟自治会 23 7 30

35 千住桜木一丁目都営アパート自治会 20 20

36 千住一丁目町会 3 3

37 千住二丁目町会 6 6

38 千住三丁目町会 8 8

39 千住四丁目町会 23 23

40 千住五丁目町会 13 13

フラッツ北千住自治会（解散） 1 1

41 千住大川町東町会 3 3

42 千住大川町西町会 9 2 11

43 千住大川町南町会 8 8

44 千住元町町会 14 13 27

45 千住柳町町会 13 13

46 千住寿町南町会 7 7

47 千住寿町北町会 6 5 11

48 都営千住元町団地一・二号棟自治会 8 5 13

49 都営千住元町団地三・四号棟自治会 7 7

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３０年５月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

：わがまちの孤立ゼロプロジェクト実施団体

千住
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１回目 ２回目 ３回目 合計

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３０年５月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

：わがまちの孤立ゼロプロジェクト実施団体

50 北千住第二ダイヤモンドマンション自治会 0 0

51 高野町会 15 15

52 下沼田町会 32 32

53 江北二丁目住宅自治会 4 4

54 上沼田町会 30 30

55 都営上沼田アパート東和会 30 30

56 都営上沼田アパートむつみ会 2 2

57 堀之内町会 7 7

58 西新井本町住宅自治会 6 4 10

59 都営扇二丁目アパート自治会 9 3 12

60 江北一丁目自治会 7 0 7

61 ソフィア西新井自治会 2 0 2

62 扇町会 0 0

63 扇サンハイツ町会 1 1 2

64 エンゼルハイム江北自治会 0 0 0

65 江北三丁目自治会 3 2 5

66 江北一丁目第三自治会 13 3 16

67 都営アパート扇１０号棟自治会 7 1 8

68 都営江北四丁目アパート自治会 39 39

69 小台町会 20 20

70 宮城町会 16 16

71 宮城第三団地自治会 28 2 30

72 尾久橋スカイハイツ自治会 2 1 3

73 ラ・セーヌ小台自治会 0 0

74 ライオンズマンション荒川遊園アクアステージ自治会 2 2

75 グランシティレイディアントタワー自治会 0 0

76 新田町会 37 10 47

77 都営新田一丁目アパート自治会 26 8 1 35

78 新田二丁目第二自治会 0 0 0

79 グランスイートハートアイランド自治会 0 0 0

80 オーベルグランディオハートアイランド自治会

（新田ハートアイランド地区） 16 1 17

81 本木東町会 5 3 3 11

82 本木西町会 12 3 1 16

83 本木北町みのり町会 9 0 1 10

84 本木南町会 13 2 3 18

85 本木三丁目北町会 5 1 2 8

86 扇一丁目寺地明和会 6 0 3 9

87 扇一丁目親友町会 7 0 2 9

88 扇一丁目協和会 5 0 2 7

89 扇一丁目親栄町会 1 0 0 1

90 扇一丁目北町会 2 1 1 4

91 扇南町会 2 3 7 12

92 扇三丁目町会 10 4 1 15

93 興野町会 22 7 9 38

94 都営扇三丁目アパート自治会 5 1 1 7

95 扇一丁目第三団地自治会 8 4 3 15

96 扇一丁目親睦自治会 12 0 3 15

97 都営扇一丁目第二アパート自治会 3 0 1 4

98 本木一丁目町会 13 9 22

江北

新田

江南

興本
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１回目 ２回目 ３回目 合計

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３０年５月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

：わがまちの孤立ゼロプロジェクト実施団体

99 本木一丁目中町会 7 3 10

100 本木一丁目南町会 11 2 13

101 関原二丁目南町会 5 5 10

102 関原三丁目東町会 22 3 25

103 中曽根町会 18 2 20

104 関原二丁目町会 12 1 13

105 関原三丁目町会 25 7 32

106 梅田東町自治会 25 3 28

107 梅田通町会 16 10 26

108 梅田神明町自治会 14 8 22

109 梅田本町自治会 22 4 26

110 梅田上町自治会 16 0 16

111 梅田稲荷町会 17 1 18

112 梅田正和町会 17 4 21

113 梅田亀田町会 7 1 8

114 梅田八丁目アパート自治会 22 1 23

115 コープ野村梅島自治会 6 0 6

116 マーシャンハイツ梅島自治会 3 0 3

117 梅島グリーンマンション自治会 0 0 0

118 朝日プラザ梅田自治会 1 2 3

119 梅島ビューハイツ自治会 3 0 3

120 プラウドシティ梅島自治会 0 0 0

121 リライズガーデン西新井自治会 0 2 2

122 足立高砂町会 24 14 38

123 五反野西町会 23 13 36

124 足立東町会 9 5 14

125 足立日吉町会 7 7 14

126 足立四丁目町会 8 2 10

127 八千代自治会 33 4 37

128 中央本町若松町会 14 2 16

129 中央本町自治会 10 3 13

130 都営梅田三丁目アパート自治会 1 1 2

131 島根町会 99 99

132 梅島町会 50 50

133 梅島栄町会 2 4 6

134 中央本町弥生町会 5 5

135 中央本町弥生自治会 11 11

136 梅島二丁目東町会 6 6

137 中央本町一丁目町会 0 0

138 中央本町栄町会 5 5

139 島根第二都住自治会 5 0 5

140 島根四丁目住宅自治会 3 1 4

141 島根四丁目第三自治会 5 1 6

142 島根六月自治会 13 13

梅島ハイタウン自治会（解散） 1 1

143 ザ・ウィンベル中央公園自治会 1 0 1

144 綾瀬西町会 15 15

145 西綾瀬三丁目自治会 12 2 14

146 西綾瀬町会 29 18 47

147 西綾瀬四丁目自治会 0 0

梅田

中央本町

梅田

5/11



１回目 ２回目 ３回目 合計

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３０年５月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

：わがまちの孤立ゼロプロジェクト実施団体

148 西綾瀬三丁目第二自治会 6 0 6

149 弘道一丁目町会 19 19

150 弘道一丁目第二自治会 3 3

151 弘道一丁目第４自治会 3 3

152 弘道二丁目町会 11 11

153 弘道二丁目中央自治会 17 17

154 青井二丁目町会 17 17

155 弘道二丁目梅の自治会 17 17

156 弘道第三団地自治会 2 2

157 弘道一丁目自治会 0 0

158 弘道二丁目五月自治会 0 0

159 五反野第２スカイハイツ自治会 1 1

160 弘道一丁目第５自治会 3 3

161 青井二丁目二ツ家町会 4 4

162 青井三丁目町会 9 9

163 青井兵和町会 0 0

164 青井第一自治会 8 1 9

165 青井一丁目町会 8 4 12

166 青井四丁目二ツ家本町会 2 2

167 青井四丁目住宅自治会 0 0

168 青井四丁目第六住宅自治会 1 1

169 青井四丁目第三自治会 3 3

170 青井五丁目西町会（休会中） 3 3

171 西加平町会 3 3

172 青井六丁目町会 14 14

173 中央本町三丁目町会 11 11

174 中央本町四丁目町会 8 8

175 中央本町五丁目町会 7 7

176 中央本町五丁目住宅親交会 6 6

177 中央本町四丁目団地自治会 14 14

178 青井五丁目供給公社自治会 2 2 4

179 五反野スカイハイツ自治会 4 4

180 青井五丁目睦自治会 1 1

181 青井六丁目アパート自治会 2 2

182 青井三丁目中央自治会 14 14

183 日商岩井綾瀬マンション自治会 7 7

184 青井三丁目東自治会 2 2

185 都営青井二丁目住宅自治会 0 0 0

186 青井四丁目緑会 2 2

187 ダイアパレス綾瀬自治会 1 1

188 青井四丁目第四自治会 0 0 0

189 青井四丁目第五自治会 2 4 6

190 グリーンパーク第５綾瀬自治会 1 1

191 ビューネ北綾瀬自治会 0 0

192 五反野第３スカイハイツ自治会 4 4

193 五反野住宅自治会 2 2

194 中央本町４丁目２号棟自治会

195 中央本町四丁目４号棟自治会

196 中央本町四丁目三号棟自治会

197 中央本町四丁目一号棟自治会

中央本町
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１回目 ２回目 ３回目 合計

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３０年５月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

：わがまちの孤立ゼロプロジェクト実施団体

198 綾瀬自治会 24 7 31

199 東和一丁目自治会 12 6 18

200 綾瀬東町会 22 8 30

201 普賢寺自治会 26 5 31

202 蒲原自治会 17 6 23

203 上谷中町自治会 9 2 11

204 下谷中町自治会 12 12

205 普賢寺住宅自治会 9 1 10

206 東淵江自治会 18 4 22

207 蒲谷自治会 22 22

208 綾瀬七丁目団地自治会 10 1 11

209 パークタウン東綾瀬自治会 10 6 16

210 東綾瀬自治会 28 28

211 綾瀬五・六丁目自治会 5 11 16

212 綾瀬三丁目自治会 5 2 7

213 トーキョーガーデンスイート自治会 1 1

214 大谷田東自治会 25 25

215 隅田自治会 24 2 26

216 長門南部町会 12 4 16

217 長門東部自治会 10 10

218 長門北部自治会 1 1

219 長門西町会 9 5 14

220 大谷田二丁目自治会 12 0 12

221 東和二丁目自治会 26 2 28

222 東和二丁目西自治会 10 10

223 東和四丁目自治会 7 7

224 東和四丁目南部自治会 7 2 9

225 東和四丁目第三団地自治会（休会中） 0 0

226 ファミール亀有壱番館自治会 0 0

227 ファミール亀有弐番館自治会 0 0

228 LM綾瀬谷中公園自治会 1 1

229 ザ・レジデンス東京イースト中川自治会 1 1

230 東和四丁目第二アパート自治会 0 0

231 大谷田上自治会 16 2 18

232 大谷田西部自治会 41 6 47

233 佐野一丁目町会 6 6

234 大谷田一丁目団地自治会 16 16

235 六木一丁目町会 5 5

236 六木二丁目町会 2 0 2

237 六木団地自治会 43 12 55

238 谷中北町会 16 5 21

239 佐野二丁目北町会 5 5

240 佐野二丁目南町会 8 8

241 ボナハイツ中川自治会 9 9

242 大谷田五丁目町会 22 5 27

243 中川ビューハイツ自治会 0 0

244 ライオンズプラザ北綾瀬自治会 0 1 1

245 都営大谷田自治会 1 0 1

246 神明上町会 2 1 3

247 神明東町会 7 7

東綾瀬

東綾瀬

中川

佐野
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１回目 ２回目 ３回目 合計

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３０年５月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

：わがまちの孤立ゼロプロジェクト実施団体

248 神明仲町会 14 14

249 加平町会 26 6 32

250 北加平町会 13 6 19

251 六木三丁目町会 7 7

252 六木四丁目町会 4 0 4

253 辰沼町会 8 8

254 辰沼第二自治会 8 0 8

255 辰沼団地自治会 20 4 24

256 シャルム綾瀬自治会 2 1 3

257 六木三丁目自治会 4 1 5

258 神明南町会 14 7 21

259 ライオンズガーデン辰沼自治会 0 0

260 神明2丁目自治会 1 1

261 南花畑下沼町会 6 1 7

262 榎戸町会 4 2 6

263 堺田町会 2 0 2

264 花保町会 17 17

265 内匠本町町会 1 0 1

266 花畑第三団地自治会 41 41

267 花保親交町会 6 1 7

268 東保木間一丁目都住自治会 6 1 7

269 平野町会 9 4 13

270 平野竹親町会 6 0 6

271 六町町会 4 1 5

272 六町三丁目町会 4 5 9

273 保塚町町会 9 3 12

274 一ツ家一丁目町会 14 0 14

275 一ツ家二丁目町会 5 3 8

276 一ツ家三丁目町会 14 2 16

277 一ツ家四丁目町会 2 0 2

278 六町二丁目町会 3 3 6

279 平野一丁目団地自治会 5 0 5

280 都住平野三丁目団地自治会 5 3 8

281 東栗原団地自治会 39 16 55

282 平野三丁目１８番地自治会 3 1 4

283 鷲宿町会 8 0 8

284 外ケ原町会 6 6

285 仲組三丁目町会 7 0 7

286 堤根町会 8 6 14

287 前通り町会 6 6

288 花畑四丁目都住自治会 1 1

289 花畑団地自治会 39 12 51

290 保木間第五団地自治会 21 12 33

291 都営花畑アパート自治会 2 1 3

292 花畑第五都住自治会 1 0 1

293 花畑第六都住自治会 0 3 3

294 会組町会 1 1

295 桑袋団地自治会 27 15 42

296 花畑西町会 1 1

297 保木間五丁目自治会 3 2 5

保塚

佐野

花畑
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１回目 ２回目 ３回目 合計

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３０年５月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

：わがまちの孤立ゼロプロジェクト実施団体

298 南花畑自治会 0 0 0

299 南花畑第二自治会 0 0

300 保木間１１自治会 3 3

301 エステート花畑自治会 0 1 1

302 仲組四丁目町会 3 1 4

303 花畑八丁目団地自治会 0 0

304 ベルドゥムール竹の塚自治会 0 0

305 水神町会 8 8

306 西保木間二丁目町会 7 2 9

307 原町会 8 8

308 名地共和会 2 2 4

309 名地町会 6 6

310 在家町会 15 15

311 前保木間親睦町会 10 15 25

312 三の輪町会 5 5

313 若宮自治会 18 9 2 29

314 南保木間町会 17 6 23

315 北増田橋町会 4 10 14

316 南増田橋町会 0 0 0

317 第二都住会 3 6 3 12

318 第五住宅会 1 0 1

319 竹の塚南町会 7 7

320 竹の塚中町会 5 3 8

321 竹の塚上町会 26 9 35

322 六月町会 19 15 34

323 水無月会 0 0 0

324 第八六月自治会 1 1

竹七三自治会（解散） 1 1

325 東保木間町会 21 1 2 24

326 都営住宅六月むつき自治会 5 0 5

327 都営西保木間二丁目団地自治会 6 0 6

328 西保木間都住自治会 10 4 14

329 西保木間四丁目都住自治会 7 5 12

330 竹の塚スカイタウン町内会 5 5

331 西保木間大曲自治会 2 0 2

332 都営西保木間一丁目自治会 1 1 2

333 六月中央自治会 3 2 5

334 東京都住宅供給公社西保木間住宅自治会 6 6

335 竹の塚六丁目アパート２号棟自治会 10 0 10

336 西保木間三丁目むつみ会 3 0 3

337 竹七東町会 2 0 2

338 西保木間自治会 3 0 3

339 新緑自治会 2 1 3

340 都営竹の塚団地第一自治会 4 0 4

341 都市再生機構竹の塚第一団地自治会 24 11 35

342 都市再生機構竹の塚第二団地自治会 13 5 3 21

343 都市再生機構竹の塚第三団地自治会 21 5 26

344 第一保木間アパート自治会 4 0 4

345 保木間第四アパート自治会 39 21 60

346 保木間第四団地新館自治会 13 2 15

竹の塚

9/11



１回目 ２回目 ３回目 合計

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３０年５月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

：わがまちの孤立ゼロプロジェクト実施団体

347 竹の塚三丁目町会 8 2 0 10

348 竹の塚七丁目団地自治会 36 36

349 都営六月町団地自治会 5 1 6

350 竹の塚マンション自治会 4 0 4

351 都住保木間町アパート自治会 3 1 11 15

352 日商岩井竹の塚マンション自治会 0 2 2

353 西保木間中央自治会 1 0 1

354 保木間四丁目自治会 2 0 2

355 マンハイム竹の塚自治会 1 1

356 六月一丁目第２自治会 1 0 1

357 六月自治会 8 0 8

358 竹の塚６丁目第３自治会 0 0

359 洋伸竹ノ塚マンション自治会 1 0 1

360 竹の塚ガーデンハウス自治会 0 0 0

361 竹の塚６丁目アパート自治会 1 0 1

362 竹の塚ビューハイツ自治会 0 0 0 0

363 カインドステージ竹ノ塚自治会 0 0

364 ライオンズスクエア竹の塚自治会

365 西新井東町会 17 17

366 西新井本町二丁目町会 7 7

367 西新井本町三丁目自治会（休会中） 10 10

368 興野北町会 36 4 40

369 東京都住宅供給公社興野町住宅自治会 23 23

370 都営西新井本町四丁目アパート自治会 0 0

371 フレール西新井第一公団自治会 3 3

372 フレール西新井第二自治会 6 6

373 扇三丁目第二団地自治会 6 3 9

374 栗原町会 39 39

375 西新井栄町二丁目町会 9 9

376 栗原南町会 3 3

377 都営栗原１丁目アパート自治会 12 12

378 西新井第四都住自治会 12 12

379 あみだばし自治会 6 5 11

380 西新井本町２丁目アパート自治会 3 3

381 西新井六丁目アパート自治会 2 2

382 西新井北町会 9 6 15

383 栗原団地自治会 26 1 27

384 西新井町会 5 5

385 西新井１・２町会 5 5

386 西新井本町一丁目町会 1 1

387 西新井緑町会 13 4 17

388 西新井仲町会 6 1 7

389 西新井中央町会 27 14 41

390 西新井１５部町会 13 13

391 西新井西町会 10 10

フレール西新井第一団地自治会（解散） 0 0

392 東京アクアージュ自治会 3 3

393 秀和西新井レジデンス自治会 1 0 1

394 ザ・ステージオ自治会 8 8

西新井

竹の塚
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１回目 ２回目 ３回目 合計

孤立ゼロプロジェクト推進活動実施町会・自治会一覧【平成３０年５月末日現在】

孤立のおそれのある世帯数
区民事務所名 町会・自治会名

：わがまちの孤立ゼロプロジェクト実施団体

395 レコシティグランデ自治会 0 0

396 伊興町自治会 21 15 36

397 伊興北根町会 19 12 31

398 都市再生機構西新井第三団地自治会 20 9 29

399 伊興西町会 29 29

400 伊興中央町会 25 9 34

401 伊興北町会 7 7

402 伊興町アパート自治会 5 1 6

403 伊興仲町会 13 13

404 西新井四丁目諏訪木町会 5 7 12

405 西新井四丁目自治会 10 2 12

406 東伊興町会 16 1 17

407 狭間町会 2 2

408 伊興南町会 12 12

409 伊興東町会 16 7 23

410 伊興五丁目アパート自治会 1 1 2

411 伊興英知自治会 0 0

412 伊興町前沼アパート自治会 1 1

413 伊興四丁目住宅自治会 1 0 1

414 伊興三丁目アパート自治会 6 6

415 伊興二丁目自治会 0 0 0

416 伊興町第２アパート自治会 4 4

417 鹿浜押部町会 29 7 36

418 鹿浜東町会 16 4 20

419 鹿浜古内町会 10 6 16

420 鹿浜糀屋町会 9 9

421 鹿浜島町会 13 13

422 皿沼町会 9 7 16

423 加賀町会 14 14

424 谷在家町会 10 5 15

425 椿町会 8 8

426 皿沼東町会 1 1

427 都住谷在家団地自治会 11 13 24

428 鹿浜団地自治会 8 8

429 上沼田第三アパート自治会 37 37

430 北鹿浜第二都住自治会 6 2 8

431 日本住宅公団江北六丁目団地自治会 23 10 5 38

432 都営鹿浜五丁目団地自治会 26 8 34

433 都営鹿浜五丁目団地北部自治会 14 2 16

434 都住加賀二丁目自治会 9 9

435 舎人町会 51 51

436 入谷町会 21 21

437 古千谷本町町会 16 9 25

438 都住舎人自治会 18 5 23

439 都住足立入谷自治会 0 0 0

440 入谷町第２アパート自治会 2 0 2

4,267 839 70 5,176

終了率 100.0% 55.7% 5.9%

舎人

鹿浜

伊興

伊興
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平成３０年度 足立区地域保健福祉推進協議会 

第１回「介護保険・障がい福祉専門部会」    平成３０年７月４日 

件  名  区施設で心理的虐待を受けたとする通報について 

所 管 部 課  福祉部 障がい福祉センター 

内   容 

 障がい福祉センター生活体験室の職員が、特別支援学校の生徒に対

し、言葉による心理的虐待を行った旨の通報がありました。 

 

１ 報告内容 

① 平成３０年６月１２日（火）～１４日（木）、特別支援学校の生徒

１名が、卒業後の進路として障がい福祉センター生活体験室の実

習（※）に参加した際、「職員から言葉による心理的虐待を受け

た」という通報が特別支援学校からありました。 

※生活体験室で行っている活動（ウォーキング、作業訓練等） 

の体験 

② 特別支援学校側が実習中に録音した音声を区管理職が確認したと

ころ、威圧的と認めざるを得ない発言がありました。 

２ 経 過 

  平成３０年６月１８日（月） 

    特別支援学校から区に当該通報があった。 

  平成３０年６月１９日（火） 

    通報にあった職員３名に事情を確認したところ、一部を事実と

認めたことから、当該職員を生活体験室以外の業務に従事させ

ることとした。 

平成３０年６月２１日（木） 

    障がい福祉課から東京都福祉保健局障害者施策推進部計画課

へ、虐待通報があった旨の届出を行った。 

  平成３０年６月２６日（火） 

    特別支援学校および当該生徒の保護者に謝罪し、今後の対応

（後述）について説明した。 

平成３０年７月 ２日（月） 

    生活体験室利用者の家族を対象にした説明会を実施し、本通報

に関する説明と、利用者アンケートへの協力を依頼した。 

３ 区として考える問題点 

① 職員に人権意識および障がい者福祉に携わる自覚が欠如してい

た。 

② 組織として、職員を指導監督できていなかった。 

４ 今後の対応 

① 第三者（弁護士）による事実関係の調査を実施する。（調査中） 

② 利用者家族の皆様に、アンケート調査を行う。 

③ 事実関係やアンケートの調査結果等を踏まえた第三者による報告書

をもとに抜本的な改善策を策定し、改めて公表する。 
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